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暮らし・産業・自然の調和した持続可能な都市を目指して 

 

 現在我が国で進行している人口減少と少子高

齢化は、医療や福祉などの社会保障をはじめ、

労働力の低下に起因する経済規模の縮小、さら

には行財政運営にも影響を及ぼすことが懸念さ

れております。 

 

都市の活力はもとより、都市機能の維持など

も課題となる中、本市では、平成２３年に都市

計画の基本的な方針として定めた「第６次秋田

市総合都市計画」のもと、「都心・中心市街地」

と「６つの地域中心」を核としたコンパクトな

市街地形成を目指しております。 

 

さらに、平成２８年に策定した第１３次秋田市総合計画「新・県都『あきた』成長

プラン」においても、人口減少対策を喫緊の最重要課題と位置づけ、成熟や質的な向

上による暮らしの豊かさを次の世代に引き継いでいくため、暮らし・産業・自然が調

和したコンパクトシティの形成に取り組むこととしております。 

 

 こうした中、このたび策定した『秋田市立地適正化計画』は、本市が目指すコンパ

クトシティを具現化するための実施計画であり、人口減少下にあっても、良好な市民

生活や効率的な行政運営が図られるよう、本市がこれまで蓄積してきたインフラや都

市機能などのストックを活用しながら、医療、福祉、子育て、商業などにも焦点をあ

て、まちづくりを推進しようとするものであります。 

 

 これまでの市街地が数十年という時を経て形づくられてきたように、都市のコンパ

クト化も長期の方針のもと継続的に取り組んでいく必要がありますが、まちの形成や

発展は、市民の生活や事業者の活動があってこそ成り立つものと考えております。 

 

 市民の皆様には、今後とも、本市が進めるまちづくりにご理解をいただくとともに、

生活者としての立場からだけでなく、まちづくりのパートナーとして、また、社会の

担い手として、元気な秋田市づくりに積極的に関わっていただければ幸いでありま

す。 

 

 結びに、本計画の策定にあたり、お力添えいただいた都市再生協議会委員の皆様を

はじめ、多くの市民、事業者の皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

平成３０年３月

秋田市長 穂 積   志 
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